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決　算　報　告　書

令 和  2年  7月  1日 か ら

令 和  3年  6月 30日 ま で

 株 式 会 社 エ イ コ ー 技 術 コ ン サ ル タ ン ト  

W10514

(法人番号:2210001010470)



貸 借 対 照 表
商号 株式会社エイコー技術コンサルタント 代表者 野崎　敏

令和 3年 6月30日現在
(単位：円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 負 債 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）
238,246,841 121,783,050Ⅰ ( () )Ⅰ流 動 資 産 流 動 負 債
28,605,133 2,229,301現 金 及 び 預 金 買 掛 金
34,206,538 604,440売 掛 金 未 払 金
4,229,218 23,033,828棚 卸 資 産 未 払 費 用

2,000 16,525,000前 渡 金 未 払 法 人 税 等
967,618 13,269,200前 払 費 用 未 払 消 費 税 等

170,000,000 43,618,744短 期 貸 付 金 前 受 金
236,334 4,033,884未 収 利 息 預 り 金

14,739,998賞 与 引 当 金
3,728,655工 事 損 失 引 当 金

86,526,304 0Ⅱ ( () )Ⅱ固 定 資 産 固 定 負 債
68,217,356( )有 形 固 定 資 産
68,489,596建 物
2,596,524構 築 物
290,690船 舶

1,357,574車 両 運 搬 具
20,321,095工 具 、 器 具 及 び 備 品
49,505,874土 地
74,343,997△減 価 償 却 累 計 額

511,001( )無 形 固 定 資 産
511,001ソ フ ト ウ ェ ア

121,783,050負 債 の 部 合 計
（ 純 資 産 の 部 ）

202,990,095( )Ⅰ 株 主 資 本
40,000,000 1.資 本 金

17,797,947 0( () ) 2.投 資 そ の 他 の 資 産 資 本 剰 余 金
9,000,000投 資 有 価 証 券
16,340保 証 金
75,000敷 金

8,706,607繰 延 税 金 資 産
466,831 162,990,095( ) 3.破 産 更 生 債 権 等 利 益 剰 余 金
466,831 5,000,000△  (1)貸 倒 引 当 金 利 益 準 備 金

157,990,095( ) (2)そ の 他 利 益 剰 余 金
157,990,095繰 越 利 益 剰 余 金

0( )Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等

0Ⅲ ( )繰 延 資 産
0( )Ⅲ 新 株 予 約 権

202,990,095純 資 産 の 部 合 計

324,773,145 324,773,145資 産 の 部 合 計 負債・純資産の部合計W10514



株式会社エイコー技術コンサルタント商号
令和 2年 7月 1日から

令和 3年 6月30日まで

個 別 注 記 表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

    最終仕入原価法による原価法を採用しております。

　

２．固定資産の減価償却方法

 (1)有形固定資産

    定率法を採用しております。

    ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（附属設備を除く）については旧定額法、平成19年4月1日

    以後に取得した建物（附属設備を除く）については定額法、平成28年4月1日以後に取得した建物附属設

    備及び構築物については定額法を採用しております。

    なお、取得価額10万円以上20万円未満の資産については、３年均等償却を採用しております。

 (2)無形固定資産

    定額法を採用しております。

    ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用期間（５年）に基づく定額法を採用し

    ております。

３．引当金の計上基準

 (1)貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

　　債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。　

　

４．費用・収益の計上基準

　　工事進行基準を採用しております。

５．消費税等の会計処理

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

６．税効果会計の適用

    法人税、住民税及び事業税について税効果会計を適用しております。

Ⅱ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式総数　　　　　　　 　　　　　　　　          80,000株

２．事業年度中の剰余金配当

    当事業年度中の剰余金配当の総額は11,140,000円、配当の原資は利益剰余金、１株当たり配当額は　　

　　139.25円です。これらの配当の基準日は令和2年6月30日、決議日は令和2年9月24日、効力発生日は

　　令和2年9月24日です。

３．事業年度末日後の剰余金配当

    当事業年度の末日後に行う剰余金配当の総額は28,430,000円、配当の原資は利益剰余金、１株当

　　たり配当額は355.375円です。これらの配当の基準日は令和3年6月30日、決議日は令和3年9月22日、

　　効力発生日は令和3年9月24日です。



株式会社エイコー技術コンサルタント商号

Ⅲ．一株当たり情報に関する注記

１．一株当たり純資産額は、2,537.37円であります。

２．一株当たり当期純利益は、507.70円であります。

                                                                                              以　上




